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                                                                 番          号
                                                                 年    月    日
  一般社団法人都市ガス振興センター
会長　　　　　　　　　　　　殿

                                          申請者 住　所　
                                                 氏　名  法人にあっては名称
                                                       　及び代表者の氏名   印

平成　　年度地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業費補助金（モデル構築事業のうち地産地消型エネルギーシステムの構築に係るもの）交付申請書

　地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業費補助金（モデル構築事業のうち地産地消型エネルギーシステムの構築に係るもの）交付規程（以下「交付規程」という。）第４条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業費補助金交付要綱及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上、申請します。

                                          記
１．補助事業の目的及び内容

２．補助事業の開始及び完了予定日

３．補助事業に要する経費                     　　　　　　　　 円

４．補助対象経費                       　　　　　　　　       円

５．補助金交付申請額                         　　　　　　　　 円

６．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
　　（別紙の通り）

７．同上の金額の算出基礎
（注）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額


（別紙）

補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額      　　　　　　　　　　　　
	区 分
	費  目
	内     　容
(注１）
	補助事業に要する経費
（注２）
	補助対象経費
（注３）
	補助率
（注４）
	補助金の額
（注５）


	事業費

	設計費
	
	　　　円
	円
	
	　　円

	
	設備費
	
	
	
	
	

	
	工事費
	
	
	
	
	

	
	諸経費
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	


（注１） 本文別表１の「補助対象経費の区分および補助率について」の内容欄に記載の費目をもとに、費用を出来るだけ分かりやすく分解して示してください。また各内容の算定根拠も必要に応じ添付資料で示して下さい。
（注２）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味します。なお、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
（注３）「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
（注４） 補助率には、１/２（民間団体等）２/３（地方公共団体と共同実施する民間団体等）のいずれかを記載してください。
（注５）「補助金の額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。
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